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日本語教育の推進に関する施策を総合的かつ効果的に推進するための 

基本的な方針について（通知） 

 

この度，政府において「日本語教育の推進に関する施策を総合的かつ効果的に推進

するための基本的な方針」（以下「本基本方針」という。）を策定いたしました。 

本基本方針は，昨年６月に施行された「日本語教育の推進に関する法律（令和元年

法律第 48 号。以下「日本語教育推進法」という。）」第 10 条第１項に基づき，政府が

定めるものです。また，同法第 11 条により，地方公共団体は，本基本方針を参酌し，

その地域の実情に応じ，当該地方公共団体における日本語教育の推進に関する施策を

総合的かつ効果的に推進するための基本的な方針を定めるよう努めることとされて

おります。 

本基本方針の詳細は別添のとおりですので，十分に御了知の上，日本語教育推進法

の趣旨及び本基本方針を踏まえた取組の実施に努めていただきますようお願いいた

します。 

なお，各都道府県知事におかれては域内市町村の日本語教育担当部局及び所管の学

校・学校法人に対して，各都道府県教育委員会におかれては所管の学校（専修学校・

各種学校を含む。以下同じ。）及び域内の市町村教育委員会に対して，各指定都市教育

委員会におかれては所管の学校（専修学校・各種学校を含む。以下同じ。）に対して，

各国立大学長におかれては附属学校に対して，構造改革特別区域法第 12 条第１項の
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認定を受けた各地方公共団体の長におかれては所管の学校に対して，厚生労働省医政

局長及び社会・援護局長におかれては所管の専修学校に対して周知を図るようお願い

します。 

 

【別添】 

・日本語教育の推進に関する施策を総合的かつ効果的に推進するための基本的な方針（概要） 

・日本語教育の推進に関する施策を総合的かつ効果的に推進するための基本的な方針 

 

【参考】 

本基本方針や日本語教育推進法等の関係資料は，下記ウェブサイトにも掲載してお

ります。 

https://www.bunka.go.jp/seisaku/kokugo_nihongo/kyoiku/  


